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１．はじめに
　地方分権改革、道州制論議と地方財政のあり方
を巡る議論が活発になっている。一方、所得税、
消費税などの基幹的な税制に関わる抜本的な税制
改革については、その必要性は認められながらも、
経済環境の悪化により先送りが続いている状態で
ある。本稿では、地方税制を中心に、個々の税制
について考えなければいけないこと、地方税制全
体として検討すべきこと、地方自治や地方分権と
いうような絡みで地方税をどう取られるべきかと
いった議論について論点整理を行う。
　また、地方税に生じる地域間の差に対応するた
めの財政調整についても検討したい。
２．個別税制が抱える課題
（1） 個人住民税
　主要な地方税のうち、個人住民税については、
従来から比例税化した方がよいという主張があっ
たが、小泉内閣のもとで実施された地方財政の三
位一体改革の一環として、所得税から住民税への
移行という形で実施された。税率は都道府県と市
町村を合わせて 10％である。所得割住民税を累
進課税ではなく比例税が望ましいとする根拠とし
ては大きく三つあげることができる。
　第 1 は、税収の地域間での偏在の問題である。
経済活動の成果である所得の水準に地域間で差が
生じることは避けられないとしても、その所得に
累進的な税負担を求めると、所得の格差以上に税
収の格差は拡大する。第 2 に税収の安定性に関す
る問題である。累進的な税制は所得の増加率より
も高い割合で税収増をもたらす。つまり、所得の
変動以上に税収は変動し、安定性が損なわれるこ
とになる。そして第 3 が税制の再分配効果に関す
る論点である。財政の機能としての所得再分配は
全国的な規模で展開する必要があり、課税によっ
て所得分配の不平等度を縮小するという意味での
再分配効果を発揮する累進課税は国税で行えばよ
く、地方税にはその必要性は弱い。
　ただ、税率については地方の合計で 10％となっ
ており、将来的にも 10％でよいのかということ、
あるいは地域ごとに税率をどのようにすればよい
のかといった問題が残されている。たとえば地域
間で多様な税率の設定をめざすのか、あるいは個
人住民税は地方の基幹税だから一定でよいのかと
いう点については今後さらに検討していく必要が
あろう。
　続いて、個人住民税については、近年議論され
ている給付付き税額控除との関連で検討しておか
なければならない。低所得者対策というようなこ
とになれば、それを実施するためには世帯単位の
所得捕捉を伴わないと制度自体が不公平なものに
なってしまう。たとえば高所得者と結婚している
あるいは高所得者である親と同居しているワーキ
ングプアーの人に給付するのかということであ
る。現在の制度的な枠組みの中で実施しようとす
れば、地方団体がかかわらざるをえない。同じ住
所の人の所得を税務署で名寄せして、この世帯は
所得が低いから給付という体制を確立するために
は多大なコストが必要で、その意味では実務的に
は地方の負担になるものと考えられる。
　また、給付付き税額控除には包括所得税の議論
が不可欠である。勤労所得は低いけれども資産家
という場合に、給与やいわゆる勤労所得だけ見て
給付をするのかという議論は当然予想される。し
たがって、もし実施するとすれば何らかの形での
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申請が必要で、申請する場合には所得を全部合算
してということにならざるをえない。
　所得割住民税には、課税における実務面での課
題がある。住民税は、前年の所得を課税ベースと
する前年課税が行われている。そのために、給与
所得者の場合、退職した後に前年の所得に対する
納税が求められる。また前年の賞与を含む所得に
対する税額が賞与を除く給与から源泉徴収される
ために、毎月の税額が所得税に比べて大きくなる
ケースがある。住民税を所得税と同じように現年
課税ができるのではないかという主張は以前から
見られるものである。しかし、同じ住所の人の所
得確認は住所地の自治体で行われており、所得の
方が確定した後にせざるを得ないという面があ
る。これを踏まえながら、技術的なことも含めて
課税のタイミングについて今後検討していく必要
がある。
（2） 固定資産税
　基幹的な地方税として、次に市町村の固定資産
税を取りあげる。
　固定資産税に関してはバブルの後、評価率を 7
割にする方針が定められ、1994（平成 6）年度の
評価替えから公示価格地価の 7 掛けで算出され
ている。実務的な評価のタイミングとしては当
然 1 月 1 日の地価に対して同じ時点での評価とい
うのはできないために、かつては前々年の 7 月の
基準地価で評価が行われていた。土地が右肩上が
りだったときにはその間に地価は上がっていくと
いうことになる。そこで都道府県別に、評価替え
と時点を合わせて、公示価格に基づいて算出され
ている国民経済計算の土地資産額との比率を求め
ることで実態としての評価率を求めてみると、バ
ブル期までは全国的に 30 ～ 40％であったものが
バブル期にはこれが大きく低下し、10％台になっ
ていた地域も見られた。同じ比率が、1994 年の
評価替えのときは、バブルが崩壊して地価が下落
したために 80％や 90％台というところも見られ
る。バブルによる地価の高騰に対応して評価を引
き上げたのであるが、それに連動して税負担を上
げるというわけにはいかない。たとえば地価が倍
になったからといって税負担を倍にするわけでは
なく、当然何らかの負担調整の必要が生じること
になる。一つは、税率による調整である。つまり、
評価が上がる時には、必要な税収に合わせて税率
を引き下げるという調整である。もう一つは、現
在の課税標準の段階で調整をかけるという方法で
ある。
　このように評価の在り方と税率をどうするのか
ということが固定資産税、特に土地に関しては非
常に大きな問題である。現在は、地価が上下に変
動する中で、負担調整が実施されていることで、
納税者にとって所有する土地の評価と固定資産税
の関係がどうなっているのかよくわからなくなっ
てしまっている。
　ただ、今の地方財政の枠組みを前提とすれば、
評価は地価に完全に連動させて税率で調整を行う
方式を取り入れた場合には、財政調整である地方
交付税との関連が問題になる。つまり、税率を引
き下げると交付税が増えるような仕組みでは当然
税率の引き下げ競争になる可能性があり、標準的
な税収入という概念を、新たに導入しなければな
らなくなる。
　固定資産税については、家屋や償却資産に対す
るものについても課題はある。たとえば、実業界
あるいは経済界から償却資産になぜ税金をかける
のかという主張もある。ただ、これについて筆者
は、償却資産があるから担税力があるというより
も、地域で経済活動している人や企業に対して税
負担を分けるときの基準の一つに償却資産や家屋
があるということだと考えている。負担配分の基
準としてそれらを外したベースでよいのか、ある
いは入れておかなければいけないのかというのは
大きな論点である。
　いつも土地が問題として強調されるが、固定
資産税の税収は土地、家屋、償却資産で大体 4：
4：2 という割合になっている。土地に関しては、
評価から課税標準を求めるさいに調整が行われ、
200m2 以下の小規模宅地は 1/6 に減額するという
措置もあり、税収としては全体の 4 割程度にとど
まっている。負担配分という視点からすると、所
有する土地の評価の高い納税者ほど大きく軽減さ
れているというのが現状である。土地に対する課
税のあり方は、同時に固定資産税の税収割合が 4：
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4：2 でよいのかという問題でもある。この点に
ついて、筆者は現在よりも土地にウエイトを置い
た形にすべきではないかと考えている。
　不動産に対する課税としては、固定資産税だけ
ではなく都市計画税も問題になる。近年、町村合
併が進んできたが、それによって市になる、ある
いは市に組み込まれた途端に都市計画税が発生す
るという状況も生じている。地方税の資産課税の
一つとして、都市計画税も重要な検討対象である。
（3） 地方消費税
　地方消費税については、国の消費税のあり方と
関連して、現在、そして将来的に税率が引き上げ
られることを想定すると、国と地方とでどのよう
に分け合うかという点が大きな関心事である。こ
れとは別に、地方分権の観点から、地方消費税の
税率を地域で独自に設定することが可能かどうか
の検討も行われている。
　地域ごとに仕組みを変える一つの方法が、各地
域での最終小売段階での税率を変えることで、も
う一つが地域内の事業者（納税義務者）に対する
税率に差を設けるという方法である。ただし、い
ずれのケースも、現在のような最終小売の全額で
清算する方式のもとでは、税の帰属との関係で調
整が必要になってくる。
　地方分権という視点からは、地方消費税の徴税
体制についても検討していく必要がある。現在は
税務署が消費税と合わせて徴収、その後都道府県
に納めて後で清算ということになっている。特に
道州制をにらんだときに、今のように国の徴収に
依存したままで良いのかという点も検討していか
なければならない。
（4） 事業税・法人住民税
　いわゆる「法人二税」のうち、事業税に関し
ては、2004 年に事業活動価値（所得型付加価値）
と資本金という外形標準が導入された。しかしそ
のウエイトは必ずしも大きくなく、資本金が 1 億
円未満の小規模の法人は適用外になっている。し
たがって、現在ではまだ事業税の議論が決着した
とは言い難い。
　地方税をどのように負担配分するのが望ましい
かを考えるならば、個人が多くを負担すべきとす
る考え方がある。しかし筆者は、地方税体系とし
て捉えるならば生産活動に応じた課税は一定程度
必要であると考えている。外形標準での課税ベー
スはある程度どの地域にも普遍的に存在するもの
である。ただし、行政需要の多くは個人（家計）
からその必要性が主張されるもので、個人は投票
行動を取るのに対して、企業は投票権はない。し
たがって、投票権のないところへの課税に財源の
多くを依存することは明らかに地方の財政運営
上、受益と負担の関係から見て好ましいことでは
ない。
　地方の企業課税を考えるときに地域偏在を巡る
議論が重要である。この偏在を見るときには、一
般的に人口 1 人当たり額でとらえて、そのばらつ
きを見るという手法が取られる。しかし、企業課
税を考えるときに、地域間の偏在を人口 1 人当た
りで見ることは必ずしも適切ではない。なぜなら、
応益性という観点から議論をするのであれば、高
所得者の人がたくさん住んでいるところが企業の
受益が大きいということにはならないからであ
る。
　地方税の議論においては、応益性という原則が
重視されるが、これには課税の根拠と、負担配分
のあり方という二つの側面がある。課税の根拠と
しては「義務説」と「受益説」があり、それぞれ、
社会の構成員として税は義務と考えるのか、政府
サービスから何らかの受益をするのであるからそ
の対価として税を負担すべきと考えるのかによっ
て区分される。事業税が地方税として設定された
根拠は、企業活動において行政サービスからの受
益があることに求められる。そして、その場合の
負担配分は受益の大きさに応じたものとすること
が望ましいと考えるのが応益原則であり、企業の
場合、この受益の大きさを何で測るのかというこ
とが問題になる。
　景気が良いときでも赤字法人は負担しておら
ず、事業を営む限り何らかの税負担を負うべきと
する議論は課税の根拠に基づく主張である。そし
て赤字法人も含めて受益に応じた負担を求めるた
めには、付加価値や資本、あるいは売上げ等何を
課税ベースにしたらよいのかと考えるのが次の段
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階である。
　最近になって、事業税に関しては消費税との税
源交換論が主張されている。これは地方消費税を
増やして、それに見合うように、事業税の一部を
国税に戻すということである。この議論からはじ
まって、今は地方特別法人税として、事業税の 2
分の 1 を国がまとめて集めて地方に配分する形が
とられている。その配分にさいしては人口や従業
者が用いられているが、その是非については今後
も検証が必要である。つまり、各地域での企業活
動を根拠に課税された税収を人口と従業者数に基
づいて配分するのが望ましいことかどうかの検討
である。極論すれば、1 人当たりの税収額を平準
化することを目的とするならば、地方消費税に限
らず事業税を集めて人口割りで配分すれば良いと
いうことになる。ただし、これで地方による企業
課税として合理的かどうかという点で問題は残さ
れる。
　さらに企業課税を考えるときには、償却資産に
対する固定資産税や事業所税といった税制が問題
になる。事業所税は現在、床面積や従業者割だけ
であるが、これも含めてもともと企業に対する外
形標準課税は行われていたということである。企
業活動に対して外形標準課税を議論するさいに
は、事業税、法人住民税、償却資産に対する固定
資産税、事業所税を総合的にとらえる必要がある。
特に償却資産に対する課税は、明らかに資本集約
的な産業に負担が大きくなるものであり、外形標
準のうち資本金割とも合わせて包括的にとらえて
議論する必要がある。
２．国民負担と課税ベースの選択
（1） 各国の地方税の状況
　税制改革の議論では、「ヒト・モノ・カネ」や、
資産・所得・消費のバランスが重要と主張される。
表 1 は OECD のデータに基づいて作成された総
務省の資料である。日本の地方税制のイメージで
は地方税と州税を合計して国税と州・地方税とい
うことで見た方がわかりやすいが、表では地方税
と州税が別々に示されている。
　表には、国民所得に対する負担率と、各国の国
民所得に対する負担率を 100 とした地方税の割
合、州税の割合を示してある。日本では、国税と
地方税の割合を 5：5 にすることが一つの目標と
されることが多いが、州税を地方税に加えるとカ
ナダがほぼ 5：5、ドイツでは州も入れると州・
地方の方が連邦よりも大きいという状況である。
スウェーデンは地方税の割合が 42 で日本は 43 で
ある。分権の議論の中で地方税の拡充が主張され
るが、日本は国際的に見て地方税の割合が特に小
さいわけではないということがわかる。
　次に、地方税の課税ベースを所得・消費・資産
等という区分で分けると、それぞれの国ごとに特
徴があることがわかる。たとえばアメリカでは、
州税であれば売上税が多く、地方では財産税が多
いという特徴をもっている。日本の税制は、所得・
消費・資産という課税ベースのバランスが重視さ
れており、実際に国と地方もそれぞれにバランス
が取れている。しかし、外国の例でもそうである
ように、所得・消費・資産のバランスは税制全体
で取れていればよく、今の国、都道府県、市町村
に分けて考えると、それぞれには課税ベースに偏
表１　各国の地方税の状況
　　　　　　　　 ３. 四捨五入の関係で合計が 100％にならない場合がある。
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国名 地方税の割合 州税の割合 　地方税の課税ベース（構成比）　州税の課税ベース（構成比）
所得 消費 資産等 所得 消費 資産等
日本（2007年度） 24.8 43.3 55.5 17.7 26.8
アメリカ 26.1 18.1 26.1 6.0 22.6 71.4 42.1 55.6 2.3
イギリス 38.5 5.6 0.0 0.0 100.0
ドイツ 29.1 13.4 36.0 79.5 5.1 15.3 52.0 42.5 5.4
フランス 37.8 18.2 0.0 16.5 83.5
カナダ 38.3 9.9 42.1 0.0 2.0 98.0 48.9 40.0 11.1
スウェーデン 49.0 42.8 100.0 0.0 0.0
オーストラリア 44.1 2.9 28.1 0.0 0.0 100.0 0.0 61.9 38.1
出所）　総務省、OECD（Revenue Statistics 1965-2007 ）
備考）１．外国は2006年。
　　　　２．フランスの州税は、OECDの統計上、地方税に含まれる。
国民所得に
対する税負
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地方分権と地方税改革の全体像
りがあっても問題はない。地方分権の一つのキー
ワードである受益と負担の関係の明確化のために
は国、都道府県、市町村での税源の分離が必要で
あろう。
（2） 都道府県・市町村の税収再配分（試案・2009
年度ベース）
　国、都道府県、市町村の税源分離を図るという
意図で、表 2 に示したような一つの試算を行った。
具体的には 2009 年度の地方財政計画による課税
ベースごとの現在の税収に基づいて、それを組み
替えて、課税する政府段階ごとに税源を明確にし
た。表の左側が現行で、右側が再配分後の税体系
を示している。
　このような税源再配分の目的は、地方レベルに
おける各納税者の税負担と公的支出の関連を明確
にすることである。特に近年は地方消費税、利子
割住民税など、一旦都道府県の税収となった後、
交付金として市町村に配分されるものが増えてお
り、負担と支出の関連がますます曖昧になってい
る。
　再配分後は、基本的には個人の住民税と、土地
および家屋に対する固定資産税は市町村（基礎的
自治体）の税源とし、消費税、それから企業課税
を所得型付加価値税として一括りにしたものを都
道府県の基本的な税源とした。この所得型付加価
値税は、現行の事業税、法人住民税、償却資産に
対する固定資産税、そして事業所税を、所得型付
加価値の何％という形で総合することをイメージ
したものである。もちろん企業課税全体の税収を
現在の水準で固定するのか、また、この付加価値
以外の課税ベースはなくてよいかといった課題は
残されるが、とりあえずここでは規模として付加
価値の一定割合とできるように所得型付加価値税
として示している。地方消費税は、企業が納税義
務者であり負担者は個人であっても企業課税と位
置づけられることから都道府県税とした。このよ
うに税体系を構築すると、都道府県の税収は、生
産活動や消費の規模が大きい地域ほど多くなる。
工場は多く立地するが住民がそれほど多く暮らし
ていないところでは、生産活動による付加価値に
対応した税源が確保されるということである。一
方市町村の方は、個人の所得ベースと固定資産が
基本的な課税ベースとなる。
　表では、個人住民税は市町村としているが、都
道府県に若干残しているのは、利子割等の金融資
産所得分は都道府県税収としたという意味であ
る。それぞれの自治体ごとのシミュレーションも
可能でありまた必要であるが、このような税源の
明確化は「抜本的税制改革」では重要な議論であ
る。
３．地方分権と地方税
　地方税を巡っては、地方自治ということが特に
問題となる。地方自治を具体化するものとして法
定外税の活用が取り上げられるが、上記の課税
ベースの議論で明らかなように、低い税率でも相
当規模の税収が得られる課税ベースは既に税制に
組み入れられている。したがって、新たに税源を
探すとなると、実際問題としては規模の小さいも
のしか残されていない。
表２　都道府県・市町村の税収再配分（試案・2009 年度ベース）
　　　　　　資料）『平成 21 年度　地方財政計画』。 
　　　　　　備考）現行の値で、都道府県の個人住民税のうち、利子割、配当割、株式等譲渡所得割、及び地方消費税については、そ
れぞれの 2 分の 1 を市町村分としてカウントした。
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税ベースのバランスが重視されており、実際に国と地方もそれぞれにバランスが取れてい
る。しかし、外国の例でもそうであるように、所得・消費・資産のバランスは税制全体で
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このような税源再配分の目的は、地方レベルにおける各納税者の税負担と公的支出の関
連を明確にすることである。特に近年は地方消費税、利子割住民税など、一旦都道府県の
税収となった後、交付金として市町村に配分されるものが増えており、負担と支出の関連
がますます曖昧になっている。 
再配分後は、基本的には個人の住民税と、土地および家屋に対する固定資産税は市町村
（基礎的自治体）の税源とし、消費税、それから企業課税を所得型付加価値税として一括
単位：億円
現行 　　　　再配分後
都道府県 市町村 合計 都道府県 市町村 合計
個人住民税 50,561 75,841 126,402 4,098 122,304 126,402
固定資産税・都市計画税 150 101,313 101,463 150 101,313 101,463
法人住民税 7,243 19,475 26,718 － － －
事業税 32,886 0 32,886 － － －
事業所税 0 3,252 3,252 － － －
所得型付加価値税 － － － 62,856 － 62,856
地方消費税 12,732 12,732 25,464 25,464 － 25,464
合計　　　　　　　　　　　　　　　    103,572 212,613 316,185　　　　92,568 223,617 316,185
すべての税の合計 140,613 222,491 363,104 129,609 233,495 363,104
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　そして、地方分権との関連では、税収全体に占
める地方税の割合が取り上げられることが多い。
たとえば国税と地方税の割合を 5：5 にすること
を目指すというような議論であり、マクロの支出
では地方が 6、国が 4 になっており、税収の配分
もそれに近づけるという主張である。しかし上記
のように、日本は国際的に見て地方税の割合が低
いわけではない。さらにこの点に関しては、地方
の支出が 100 であるから 100 の税金という意味で
の受益と負担の一致を考える必要があるのかとい
う点が問題になる。もちろん、税源移譲の実現に
は大きな意義があるが、地域間で経済力の差は実
在しているという状況では、かりに地方税収が 2
倍になっても、予算に占める税収の割合が 10％
台の自治体は依然として残される。また、日本の
自治体は、福祉から建設事業まで非常に幅広い行
政を担うという意味で総合行政官庁になってい
る。したがって、全国的なサービスを確保するた
めの窓口になっているという側面があり、必ずし
も地方の支出となっているサービスの財源を地域
で賄う必要はない。これらの点を考慮すると、地
方税の整備は、全額の拡大よりも、むしろマージ
ナル（限界的）な意味で、地方が担うサービスが
拡大すれば税負担が高くなるという関係を構築す
ることが重要と考えられる。そしてそのためには
税制だけではなく地方財政システムそのものを検
討しなければならない。税負担の水準と支出のリ
ンクという観点からは、たとえば固定資産税の税
率、あるいは住民税の税率の調整が具体例として
考えられる。その税収で支出を全部賄うというこ
とよりも、歳出が増えるときに税率をどのように
調整していくのかを考えていく必要がある。
　企業税に関しては、企業の負担水準を分権社会
に向けてどのように設定するのかは大きな論点で
ある。企業の税は誰が負担しているのかを突き詰
めれば個人に帰着すると考えられるが、企業負担
の規模をどこまで求めてよいのかという点につい
ては十分に検討しておかなければならない。
　税制に関しては、特別措置や減免による減収、
いわゆる租税支出も一つの論点である。地方税に
おける租税支出を独自に決めている部分というの
は、ある種の課税自主権と言える。たとえば不均
一課税の形で税率を下げることは、地方が独自に
決めている。他方、地方の租税支出にはこれとは
別に、全国的なルールとして減免しないといけな
いというものもある。つまり国の政策判断によっ
て生じる地方の租税支出である。この点について
は、課税自主権や地方分権の推進という目標との
整合性が問題となる。
　さらに地方税制は、都道府県税、市町村税とい
う形で議論をすることになるが、市町村といって
も一律ではないため、先の試案のようにたとえば
家計の部分は基礎自治体で、企業活動の分、或い
は企業を通じて払う消費の分は都道府県というよ
うに設定すると、大阪市のように企業活動が集積
している基礎自治体にとってはマイナスが生じる
可能性がある。地方税制については、このような
点も考慮して制度設計を考えなければならない。
４．財政調整
　地方財政、あるいは税制は、さまざまな地域間
での経済力の差を考慮すると何らかの財政調整が
必要になる。財政調整を考えるときには、支出を
考慮して調整するのか、税収だけを見て調整する
のかという二つの方法がある。
　日本の地方交付税の場合は両方を考慮して、具
体的には、標準的な行政を展開するために必要と
される費用と、地域に存在する課税ベースに対し
て標準税率で課税することで見込まれる税収の両
方を見ながら調整している。地方税制について議
論しても、最後に調整してしまうと、地方税の在
り方や地方自治という点では問題が生じているの
ではないかと考えられる。もちろん、現状でも超
過課税の部分は地方交付税の枠外になっている
が、超過課税は投票権のない企業に偏っていると
いうのが実状である。地方税制の議論と絡めて、
財政調整をどうするのかというのは重要なテーマ
である。
